
１．重要な会計方針

　　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　　　時価のあるもの　・・・・・　決算日の市場価額に基づく時価法

　　　　　　時価のないもの　・・・・・　移動平均法に基づく原価法

　　（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　最終仕入原価法に基づく原価法

　　（３）固定資産の減価償却の方法

　　　　　　定額法による。

　　（４）引当金の計上基準

　　　　　　賞与引当金   ・・・・・・・・・・　職員の賞与に備えるため、当期の負担分に対応する額を

　　　　　　　　　　　　　　　 　　 　　　　　 計上している。

　　　　　　役員退職慰労引当金 ・・・  役員の退職金に備えるため、期末要支給額を計上している。

　　（５）リース取引の処理方法

　　　　　　重要性のある所有権移転外ファイナンス・リース取引については通常の売買処理に係る方法に準じた

　　　　　　会計処理を適用するが、当期は該当なし。

　　（６）消費税等の会計処理は、税込方式による。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

    基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次の通りである。 （単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　　投資有価証券 5,370,578,000 1,080,581,600 635,250,000 5,815,909,600

　　定期預金 250,000 1,030,000,000 0 1,030,250,000

5,370,828,000 2,110,581,600 635,250,000 6,846,159,600

特定資産

400,000 0 200,000 200,000

　　研究資金積立基金 15,655,249,384 5,740,753,596 876,645,000 20,519,357,980

　　法人会計積立基金 13,120,000,000 2,730,000,000 0 15,850,000,000

　　公益充実資金 180,848,000 22,606,000 0 203,454,000

　　資産取得資金 22,352,000 2,794,000 0 25,146,000

　  海外大学院進学制度積立基金 1,885,025,933 483,799,717 0 2,368,825,650

　  助成事業積立基金 372,723,695 17,413,933 0 390,137,628

　　建物 312,348,409 0 18,024,691 294,323,718

　　構築物 11,058,586 0 1,020,751 10,037,835

　　什器備品 17,573 0 13,939 3,634

31,560,023,580 8,997,367,246 895,904,381 39,661,486,445

36,930,851,580 11,107,948,846 1,531,154,381 46,507,646,045

財務諸表に対する注記

科　　　目

小　　　計

　　役員退職慰労引当資産

小　　　計

合　　　計



（単位：円）

（うち指定正味財 （うち一般正味財 （うち負債に

産からの充当額） 産からの充当額） 対応する額）

基本財産

　　　投資有価証券 5,815,909,600 (5,815,909,600) （0） （0）

　　　定期預金 1,030,250,000 (635,500,000) (394,750,000) （0）

6,846,159,600 (6,451,409,600) (394,750,000) （0）

特定資産

200,000 （0） （0） (200,000)

　　研究資金積立基金 20,519,357,980 （0） (20,519,357,980) （0）

　　法人会計積立基金 15,850,000,000 （0） (15,850,000,000) （0）

203,454,000 (203,454,000)

　　資産取得資金 25,146,000 （0） (25,146,000) （0）

　　海外大学院進学制度積立基金 2,368,825,650 （0） (2,368,825,650) （0）

　  助成事業積立基金 390,137,628 （0） (390,137,628) （0）

　　建物 294,323,718 (19,005,285) (275,318,433) （0）

　　構築物 10,037,835 （0） (10,037,835) （0）

　　什器備品 3,634 （0） (3,634) （0）

39,661,486,445 (19,005,285) (39,642,281,160) (200,000)

46,507,646,045 (6,470,414,885) (40,037,031,160) (200,000)

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

特定資産 建物 575,670,661 281,346,943 294,323,718

構築物 39,738,586 29,700,751 10,037,835

什器備品 14,797,850 14,794,216 3,634

その他固定資産 建物 820,091,783 315,154,734 504,937,049

構築物 59,858,896 32,212,731 27,646,165

機械装置 2,520,110 2,520,103 7

什器備品 133,075,224 100,524,401 32,550,823

無形固定資産 21,911,506 9,233,670 12,677,836

1,667,664,616 785,487,549 882,177,067

（単位：円）

金　　額

経常収益への振替額

　　　基本財産運用益 179,851,000

　　　基本財産受取利息 2

　　　特定資産に係る減価償却費 5,480,304

　　　　　　　合　　計 185,331,306

　　 その結果、売却価額は２,451,400千円（帳簿価額1,511,895千円）となり、投資有価証券売却益939,505千円を計上しております。

内　　　容

当期末残高

小　　　計

小　　　計

合　　　計

科　　　目

　　役員退職慰労引当資産

科　　目

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次の通りである。

　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次の通りである。

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

合　　　計

５. 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次の通りである。

　※豊田自動織機株式会社による株式公開買付けに応じ、同社普通株式119,000株を、1株当たり20,600円で売却いたしました。



附属明細書

１．基本財産及特定資産の明細
　　基本財産及び特定資産の明細は、「財務諸表に対する注記」に記載している。

２.引当金の明細               (単位：円)

目的使用 その他

賞与引当金 4,389,000 4,283,000 4,389,000 0 4,283,000
役員退職慰労引当金 400,000 0 100,000 0 300,000

期末残高科目 期首残高 当期増加額
当期減少額


	注記及び付属明細書

